






要約 

昭和 54 年における全国の妊産婦死亡調査を行い次の成績を得た。 

1.昭和 54 年より妊産婦死亡に間接死が加えられるようになったので,簡単に前年までと比

較し難いが,直接死だけをとれば妊産婦死亡率(2.1)は前年(2.2)より減少していた。 

2.各都道府県別にみると若干のバラツキがみられるが,広域ブロック別にみると余り差は

なかった。 

3.妊産婦死亡の社会的背景として,高年者,未婚,離婚者,自宅分娩例などが大きな要因とな

っている。 

4.産科的死因として,出血と産科ショック,羊水塞栓,心疾患の合併症など救急的性格をも

つものが 70%にも達し,妊娠中毒症とともに妊産婦死亡防止策として最も重要であること

を示唆していた。 

以上のことから,妊産婦死亡減少対策としては,行政面から,社会的ハイリスク要因の排除

をめざして,たとえば婚前教育などの徹底した啓蒙教育が重要である。一方,産科的要因か

らみて,産科救急体制の整備,およびハイリスク妊娠のスクリ一ニングとその管理の組織化

が今後の大きな課題であり,急務である。 

本年度は初年度であったが,幸い全国調査を実施することができた。次年度も同様の調査を

継続し,その実態をより明らかにし,妊産婦死亡減少の具体策をうちたてたい。 

終りに,ご協力いただいた厚生省大臣官房統計情報部の関係者の皆様に深甚の謝意を表す

る。 

 


